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《書評》

法政大学比較経済研究所，佐々木隆雄・絵所秀紀編

『日本電子産業の海外進出」法政大学出版局

桑田義弘

半導体を中心とした電子産業ほ，現在激化の 途をたどる日米貿易摩擦の中心に位置

する産業である。

1983年 3月，半導体メーカーの富士通は国家安全保障を重視する米政府の反対に配慮

するかたちで，昨年10月に親会社であるシュルンベルジェ社と合意に達していた米フェ

アチャイルド社の買収を断念した。また，同3月には，日本の半導体メーカーが第三国

でダンピング販売するなど昨年8月に締結された同未半導体協定に違反してし、るとvc.

米政府は対日報復措置の実施を決定した。そして翌4月17日には，実際lこハソコン・電

動エ具・ TVり3品にたいし 100%り報復関税をかけるヒいたった。

このように円未貿易摩擦の主人公として電子産業が急速に躍りでるにつれI 日本電子

産業の動向が世間の大きな注目を集めるようになってきた。こうしたなかで公刊された

本書はまことに時宜を得たものといえるだろう。

本書は日本電子産業自主要な進出地域をほぼ網羅するとともに，部品かbセット〔機

器〉にいたるまで広範な電子産業を取り扱っている。第l辛から第10章までの各章がそ

れぞれ独立した論文り形式をとっているので，用語や見解などにい〈らか統一性に欠け

る点も見受けられる口が，本書が日本「電子産莱の現状認識を深める土で 役立つ」

。たとえば，用語にかんしては，グイォー fやトラシグスタなどの個別半導体素子〈ディスクリ
ート・デバイス〉のこ之を第3章の佐々木論文では「半導体素子」 第4章の長部論文では「デ

ィスクりート半導体J，また第7章の絵所論文では「ディスグりート」というようにそれぞれに
異なった呼称を使用している。見解の相違にかんしては，たとえば日本企業白アジア諸国への進

出〈オフショア生産〉について第7章の絵所論文は米国を中心とした第三国向けの再輸出型であ
ると規定しているりにたいい 回目み全対象に Lたものとはいえ台湾に'~，、て詳細に分析した

劉論文では日本企業は主として現地市場販売型としている。
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。vベージ〕好書であることになんら変わりはないであろう。
編者はまずはしがきにおいに，日本電子産業四海外進出を以下回 3段階に分類し ζい

る。すなわち1970年代中期まで白アジアを中心として行われた現地生産の基礎固めを第

1段階， 1970年代末以来の米欧での茎礎固めを第2段階，そして1985年秋以来の急激な

円高や貿易摩擦の激化を背景とした最近の米欧での本格的な現地生産の展開を第3段階

としている。ただ，本書では残念ながらこの第3段階にはほとんど言及されていない。

この点に関しては編者も，本書の位置づけを「その〔第3段階という新局面一一評者〉

前夜の日本電子産業の海外進出状況の調査研究報告とでもいうべ雪ものJ(iiiベ ジ〕と

している。

II 

本書では， IC (半導体〕を中心とL.tこ電子部品からカラ TVゃ VTRなどのセッ

ト(電子機器〉にいたるまで電子産業を広範囲に取り扱っているが，評者の関心に従い，

ここでは主として IC(半導体〕産業に関する論述を中心に論評することにしたい。

第1章〈佐々木論文〕では，電子部品および電子機器の輸出と対外直接投資の動向が

概観されている。こり中で佐々木氏は， 日米半導体摩擦に関して米国が日本にたいしと

りわけ厳しい態度をとる裏には，日本電子産業が米国国防産業の中心を脅かしつつある

という危機感が米国側に存在しているということを，適切に指摘されている。事実，日

米半導体摩擦は.-*-半導体工業会 (SIA)の結成を契機にす与かたちで始まり，同会に

よる国家安全保障を盾にした米政府へ白熱心な働きかけが，両国間で白摩擦激化にたい

し重要な役割を演じてきた。

第3章は，第1章と同じく佐々木氏の手によるものであるが，前半で半導体協定が締

結されるまでの日米間競争について考察1.-，後半で関係者からのヒアリングなどをもと

に米国での日本企業の現地生産白現状を論じてい'.5，

日米間競争では，市場シェアをもとに日本企業の米国企業にたいする急速な追い上げ

の実情を示1.-;とりわけ DRAMなどり MOS型メモりーでは日本企業が優位に立っ

ていることが指摘されてしる。 DRAMは「白木企業の伝統的な量産技術の強みが発揮

できる標準量産品の代表J(82ベージ〉であると左が主因左なって，世界市場でのシヱ

アを急速に伸ばしており， 25日K(，";)DRAMでは目本製品が世界市場町9害lを占有L
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ているといわれる。しかし， DRAMは一般に独創性に欠けるといわれる量産技術に秀

でていれば優位を発揮できるという代物ではなく，，DRAMは日 最先端の製造技術を
身につける上で不可欠の部門といわれるJ(84ページ〉ゆえんは， それが微細化技術白

最先端を走っている製品だからである。また， 87年2月1::ニ 1 ーヨーグにおいて開催さ

れた国際団体回路会議(ISSCC)で， NTT が超々 LSI の16M(~バ)DRAM の開発を

発表したとき世界が驚嘆ンたように，徴細化が極限にまで進んでいる今日の DRAMで

はそり回路設計および製造にはかなりの独創的技術が必要とされるのである。前年12月

に米国防総省が次世代の超 LSIメモリーの官民共同開発を提案し，また 87年3月には

SIAが次世代超々 LSIの開発を目的として「半導体製造技術研究所(略称セマテッ

グ)Jの創設を決定したことは (5月13日，同年9月に設立することを発表)， DRAM 

の製造・量産技術の国家および企業の双方にとって0戦略的重要性を如実に物語 pてい

るといえよう。

第3章の後半部分は，日本企業の米国における IC生産の実情を論じたものであるが，

実際に現地生産を行なってわる企業関係者からむヒアリングを主要な資料としているだ

けあって，歩留まり率やコスト差などに関L貴重なデータを数多く含んでおり，まこと

に興味深いものとなっている。なお，佐々木氏は「米国側の統計では対日輸出は目本心

対米輸入に比して非常に過少に示されているJ(79ベ シ〕 ということについてふれら

れておられるが，この両国間の統計上白大きな食い違いは，同本側0)統計には第二固を

経由した間接輸入まで対本輸入に含めてしまうことが主因となり生じていると考えられ

る。

III 

第 4，5， 6章は』欧州電子産業の実態についての論稿となっている。欧州電子産業。

日米にたいする立ち遅れの主因が，各国ごとに市場が細分化されていることで共同市場

による規模の経済を十分享受できてこなかったことにある，という指摘(第4，5章〕は

適切なものといえるだろう o

第 4章。長部論文は， 1970年代後半から本格化してい?た欧州企業白生雪残り戦略，

さらには ECおよび各国の先端産業政策に詳しく論及しており，日米に追いつかんとす

る欧州企業ならびに諸国家の意気込みがよ〈感じ取れるものとなっている。 87年4月末
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のトムソン・セミコソダクター(iL)と SGS(伊〕との国境を越えた合併の発表や，東芝

からの lMDRAMの技術供与を挺子にして87年 3月には 4MDRAM白試作に成功する

など，現在順調に進行しているフィリップス(蘭〉とシ メγス(西独〕の次世代超 LSI

共同開発計回〈メガヅロジュクト〉などは，半導体産業に如円る欧州企業生雪残り戦略

。典型的事例といえるだろう。

第5章(鬼塚論文〉は， 英国のカラー TVを中心とした民生用電子機器産業， また

第 6章(松尾論文〕は EC諸国への輸出基地として大きな役割を演じているアイルラ

ンドの電子産業に関する論稿となっている。第6章の松尾論文で使用さわしている「超小

型電子回路J(206ベ ジ〕という用語は， Electronic rnicrocirc山田白日本語訳である

と思われるが，これは IC(集積回路〉のことであろう。

IV 

第7章の絵所論文は，アジア諸国での日本企業の事業展開をおもに米国企業のピへイ

ピアと比較したもりとなっている。また後半では，最近注目をあびている韓国D半導体

産業について若干目論及もなされている。

この絵所論文には，評者としては疑問を皇さざるを得ない箇所がいくつか存在してい

る。まず，氏は日本電子企業白アジア諸国への進出(オフショア生産〕を主として米国

を中心とした第三国向けの再輸出型と規定されているが，電子部品から民生用および産

業用機穏にいたるまで広範囲にわたる電子企業の進山を一括して論じるりにはそもそも

無理があるといえよう。実際 229.....::.ージの表6からもうかがえるように，品目忙よっ

ては現地販売の割合がきわめて高し近隣諸国も含めたアジア圏内へD販売をも考慮に

入れるならば，特定の製品以外には氏自規定は当てはまらないといえるだろう。また民

は， rアメリヵ ICメーカーが競争力D基礎を低賃金に求め東・東南アジアに大量に進
出したのに対1..-，わが国 ICメーカーの競争力は・・ 国内の自動化・合理化に基礎を置

いており，東南アジア進出は補助的な戦略として位置づけられるJ(224ページ)とされ

τいるが，こうした論述は氏が，日本企業り東南アジアヘ白進出主主として〈価格〉競

争力強化を目的になされてきていると抱えられていることから生じるも四であろう。だ

が.実際には近隣諸国も含めた“現地"市場確保型進出が多したとえばシンガポール

に林立するセット・メーカーへの供給も視野にいれるかたちで設立された NECマレー
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シアでは， 1977年時点で製品の35%をγンガぷールに，そして50%を香港の子会社に供

給しているへ さらに1977年秋以降ならびに1985年秋以降に急激に進行した円高を契機

にするかたちで，目本の多くの ICメーカーが東南アジア地域での(組立)生産を強化

している実情かりすれぽ，同地域への進山が「補助的な戦略」であるとする根拠はなさ

そうである。氏は厳密に，アジア近隣諸国への輸出を第三閏向けとしているが，評者と

してはそれら諸国を欧米諸問とまったく同列に「第三国」として取り扱うより，むしろ

その二つを区分し前者は広い意味での「現地Iに含めるべきと考えている。なぜなら

束・東南アジア各国の市場規模はさほど大きなも白ではなし上述の NECの例にみら

れるように，日本企業〔とりわけ部品メーカー〕の多くはこれら諸国を一つのまとまっ

た市場(地域市場〉と考え，各国に設立された輸出加工区(自由貿易区〕を最大限に利

用しながら生産から販売にいたる企業内世界分業を展開していると思われるからであ

るω。

第8章田劉論文は，半導体産業を中心とした台湾電子産業の発展状況を詳細に述べて

おり，台湾由実情を知るうえできわめて有用な論稿となっている。

台湾電子産業は「端的にいって日米多国籍企業の国際分業体制のなかに組み込まれな

がら発展の軌道を突っ走ってきたJ(262ベージ〕のであり，他白アジア NICSと同様

に外資との関係を抜きにしては語ることはできない。他方半導体産業においては，日米

を中心とした外資の組立て基地の地位にあまんずることなし先端製品の一貫生産体制

の構築をめざすさまぎまな試みが行なわれてきている。国普 (Quasel)，茂砂 (Mosel)，

華智 (Vi胆liゆなどの「アメリカで IC 技術をもっ華僑頭脳(~華僑系企業 評者〉

を誘致して IC先端部門を開発しようとしているJ(287ページ〉のはそのひとつの現わ

れであり，これについてはその多〈が「国際的下請牛産」というかたちをとっていると

はいえ一定の成果を納めつつあるといって差し支えないだろう。一方，官民共同で取り

組んでいる次世代 LSI開発計画は，その媒体となる台湾半導体製造公司 (TSMC)の

2) C. P. Lim and L. P. Ping，“The Role of Japanese Direct Investment in Malaysia "， Occa. 
sional Paper， No.60目 Instituteof Southeast Asian出udi回， 1979. p. 66.松下電子工業の子
会社「シンカポール松下電子」は，近隣諸国向けにトランジスタやリニア ICを生産している
(88年からは全世界向けにメモリー L51やロジッグ L51の組立て生産も開始する予定といわれ

る 『日経産業新聞Jl1986年8月19円付〉。
め このことは』この地域内での諸国間貿易のなかには多国籍企業による企業内取引によるものが
うかなり含まれていると，.うことをも意味している。
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主導権をフィリップスが握る羽目となってしまったため(フィ日ップスの出資比率は当

初 27.5%であるが， 86年6月時点から 7年以内にその比率を51%に高める権利を得てい

る)， TSMCはフィリップスの子会社として機能tるζとが避けられない格好になって

しまった。このような華僑資本も告めた台湾資本による先端 IC 貫生産。試みは，政

府資本の強力な後押しを受けながら絶えず続吋られてい〈のであろうが，劉氏も指摘す

るように有力な民間資本の不在が陸路とな b，なかなか思うようには実を結ばないであ

ろうロすなわち，台湾半導体産業は現在と同様に，将来においてもいわゆる国際的下請

生産形態での一貫生産ならびに先進国企業の子会社による一貫生産にほぼ終始してしま

うのではないだろうか。なお，アジア NICS四‘優等生"韓国は，三亙ゃ釜基などの財

閥(=巨大な民間資本)主導ですでに超 LSIの一貫生産体制を確立しているといわれ

るが，製造装置などの周辺産業が未成育であるため，そり実力を過大評価すべきではな

いだろう。

なお第9章(小林論文〉は，オーストラリアに進出した日系企業り雇用ならびに労使

関係について， また第10章〈安保論文〉は， ブニーの日・米・英・西独の4大カヲー

TV工場の実情および同社D海外生産活動の特徴について論じたもDとなってい品。そ

して順番は前後してしまうが，第2章の板垣論文は貿易摩擦の激化が主因となって，電

子産業りなかでももっとも早い時期に米欧での現地生産を開始するにいたったカラー

TV産業の対米進出に関する論稿となっている。

以上，電子産業全体主取り援っ ζいる本書を，と《に IC(半導体〕産業に関する論

述に絞るかたちで論評をすすめてきたひそれはひとえに，評者に電子産業全体を論じる

だけの知識お土び能力が欠如Lているためにほかならないρ

本書l主，電子産業におけるアジアNICS(企業〕のキャヲチ・アップ脅比較的強調した

ものとなっているが，それを強調しすぎるあまり，それら諸国C電子産業が主として現

地資本の力に頼るかたちで発展してきたものであるかのような印象を与えてしまう危険

性もないとはいえないように思われる。そういう意味において，外資(多国籍企業〕の

果たしてきた役割ならびに現地でのその地位の高さに正し〈目を向けた劉論文の視角は

重要であり，決して欠〈ことのできないもり Eあろう。現代1止界経宵における多国籍企

業のグローパルな展開を考慮に入れるなら，国単位で括ったさまざまな統計が決してそ

の国〈現地資本〉の力を正し〈反映したものではないということもまた明らかなことで
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あろう。本書のい〈っか白論稿においては，そうした視角がやや不明確となっている上

うに思われる。

本書は何度もいうように電子産業全体を取り扱っており，これに闘しては積極的な面

として評価されるべきものであるu しかしながち， セy トf機器〕メーカ の海外進出

t ICを中むとした宮z子部品メーカーのそれとの係わりやそD相違についての論及はほ

とんどなされていない。これは本書D一つの欠陥といわざるをえないだろう。アジア諸

国への進出において比較的多くみられるように，電子部品メーカーの海外進出がセット

メーカーの進出によって拡大した現地市場を目当てになされる場合も数多〈存在してい

る。セットメーカーと部品メーカーD海外進出の形態やそり目的は必ずLも同-(J:)もの

とはいえないため，電子産業の海外進出にかんし考察する場合には，その二つりグルー

プを分けて考察する視点も必要とされる芭あろう o

0987年5月25日〉


